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 本日、議員の皆さんのご出席をいただき、６月の市議会定例会が開会でき

ますことをお礼申し上げます。 

今期定例会にお願いします議案は、専決処分の承認議案で「平成１８年度

四万十市国民健康保険会計診療施設勘定補正予算」など３件、予算議案では

「平成１８年度四万十市一般会計補正予算」の１件、条例議案では「四万十

市交通安全対策会議条例」など５件、その他の議案では「四万十市道路線の

廃止」など５件の他、「人権擁護委員候補者の推薦」に関する諮問案２件の計

１６件となっています。この中で先議をお願いする案件として「高知県市町

村総合事務組合規約の一部変更について」など２件を提案していますのでよ

ろしくお願いします。この他に報告事項が１１件あります。また、「教育委員

会委員の任命」の人事議案の１件については、後日追加提案させていただき

ます。 

 提出議案の詳細については後程、助役から説明しますので、私からは平成

１７年度の決算概要並びに３月定例会以降における主要課題等への取り組み

について報告します。 

 

【決算概要】 

 はじめに、平成１７年度の決算概要についてですが、数字は万円の概数で

示します。 

◎まず、一般会計は、 

     歳 入  １９２億３，５３０万円 

     歳 出  １９１億１，３９５万円 
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で、形式収支は１億２，１３５万円の黒字ですが、１８年度に繰り越した事

業の財源６，３８９万円を差し引くと、実質収支は５，７４６万円の黒字と

なりました。これは全額、減債基金に積み立てました。 

◎次に、特別会計ですが、 

国民健康保険会計事業勘定は、４０億６，６７３万円 

奥屋内へき地出張診療所会計は、２，０４９万円 

幡多公設地方卸売市場事業会計は、４，４３４万円 

住宅新築資金等貸付事業会計は、５１９万円 

鉄道経営助成基金会計は、５億６，５１７万円 

農業集落排水事業会計は、４，４７０万円 

介護認定審査会会計は、６８９万円 

園芸作物価格安定事業会計は、３，０３３万円 

で、いずれも歳入歳出同額です。 

◎次に、国民健康保険会計診療施設勘定は、 

     歳 入   ４億６，２４３万円 

     歳 出   ６億３，５１０万円 

差し引き１億７，２６７万円の赤字です。この赤字は、専決処分で１８年度

予算からの繰上充用により措置をしています。 

◎老人保健会計は、 

     歳 入   ４５億５，２８８万円 

     歳 出   ４７億４，５６７万円 

差し引き１億９，２７９万円の赤字です。これは１７年度の支払基金交付金
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と国・県負担金の精算交付分が１８年度になるための赤字で、これについて

は、専決処分で１８年度予算からの繰上充用により措置をしています。 

◎下水道事業会計は、 

     歳 入   １３億６，９８１万円 

     歳 出   １３億６，５１８万円 

差し引き４６３万円の黒字ですが、これは全額１８年度に繰り越した事業の

財源です。 

◎と畜場会計は、 

     歳 入    ２億５，７７６万円 

     歳 出    ３億３，７１４万円 

差し引き７，９３８万円の赤字です。この赤字は専決処分で１８年度予算か

らの繰上充用により措置をしています。 

◎介護保険会計は、 

     歳 入   ２７億３，１４２万円 

     歳 出   ２７億  １５３万円 

差し引き２，９８９万円の黒字となり、全額を１８年度に繰り越しました。 

◎簡易水道事業会計は、 

     歳 入   ９億１，６５４万円 

     歳 出   ９億  ８２７万円 

差し引き８２７万円の黒字です。これから１８年度に繰り越した事業の財源

１２９万円を除いた６９８万円は、簡易水道事業会計の財政調整基金に積み

立てました。 
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◎続いて企業会計ですが、まず水道事業会計は損益計算で、 

     収 益   ４億３，４３８万円 

     費 用   ４億１，０７６万円 

差し引き２，３６２万円の黒字です。また、資本的収支は、 

     収 入   １億３，３３０万円 

     支 出   ３億  ４４４万円 

差し引き１億７，１１４万円の不足で、これは過年度分損益勘定留保資金、

当年度分消費税資本的収支調整額、減債積立金及び当年度分損益勘定留保資

金で補填しました。 

◎病院事業会計は損益計算で、 

     収 益   ２８億７，８６９万円 

     費 用   ２９億８，９７２万円 

差し引き１億１，１０３万円の赤字です。この結果、累積で９億４，８２２

万円の未処理欠損金となり、全額翌年度への繰り越しとなりました。また資

本的収支は、 

     収 入   １億  ２６５万円 

     支 出   １億５，６３３万円 

差し引き５，３６８万円の不足を生じましたが、この不足額は当年度分消費

税資本的収支調整額及び当年度分損益勘定留保資金で補填しました。 

以上が平成１７年度の決算概要です。 

続いて３月定例会以降における主要課題等への取り組みについてです。 

 



 5

【個性的な観光振興】 

はじめは観光振興です。今年のゴールデンウィークは初日が雨となりまし

たものの、その後は晴天に恵まれ３日以降の入込客は順調に推移しました。

県内では｢土佐二十四万石博｣効果で高知市周辺が過去最高の入り込みとなっ

た一方で、日帰りや一泊二日の短期滞在型の観光客が増えたことを反映し東

部や西部では一部苦戦を強いられたところもあったようです。そうした中、

本市の観光は宿泊施設や観光施設とも昨年並みの利用があり、まずまずの結

果でした。イベントも３月にスタートした｢花まつりキャンペーン｣の菜の花

接待所や５月３日の｢土佐一條公家行列藤祭り｣、４月２９、３０日の四万十

川ラジコンフェスティバルが過去最高の人出となり、観光シーズンの始めの

行事としては順調なスタートが切れました。 

また今年からＪＲ予土線のトロッコ列車に接続するため江川﨑までコース

を延長し４月２９日から５月７日まで運行した「四万十周遊川バス」ですが、

昨年に比べ利用客が７５％も増加し有望な移動手段であることが確認できま

した。今後はボンネットバスの導入に合わせ鉄道、バス、観光施設等の一層

の連携を図り、観光客のニーズに合った魅力的な周遊コースになるよう取り

組みを進めます。 

【道の駅】 

 次に江川﨑の道の駅の整備についてですが、施設の整備方針や運営を中心

とする基本計画と主要施設の基本設計について今年度末を目途に策定するこ

ととしていますが、専門的な知識や技術が必要ですので、業者へ委託する方

向で準備を進めています。手順としては行政と民間で組織する検討委員会で
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地域性を重視した計画案の検討を行い、そのうえで委託業者が専門的要素を

加味していく方式で進めていきたいと考えています。委託業者につきまして

は、庁内に設置している業者選定プロジェクトチームにおいて７月を目途に

選定する予定です。 

また西土佐では、道の駅の整備について民間主催のワークショップも開催

され地域としての関心も高まってきました。今後は住民の方々からの提案や

意見が出来るだけ多く計画に反映できるよう取組んでいきます。 

【ホテル星羅四万十大規模改修】 

 次はホテル星羅四万十の大規模改修工事です。開業１２年目を迎えるホテ

ル星羅四万十の設備機器が老朽化したことに伴い、抜本的な改修を行います。

特に空調や給湯設備については耐用年数の超過による交換部品の不足や故障

頻度が増加したことで修繕では対応できない状態になっています。改修はエ

アコンやボイラー、配管などのシステムの変更や省エネ対応型の機器への取

り替えが中心となりますが、工事はホテル利用者への影響を考慮し利用客の

比較的少ない２月を予定しています。 

【汽水域】 

次は汽水域です。昨年秋の台風１４号による四万十川河口の砂州消失にと

もない、下田港に出入りする船の安全航行への支障、初崎地区への波浪災害

の恐れ、汽水域の環境変化による四万十川生態系及び内水面漁業への影響等

を心配する声が上がっています。 

実際に昨年は、波浪の影響による死亡事故や漁船の転覆事故が起き、今年

に入ってからもあおさ養殖の張り網杭が流出するなどの被害も発生していま
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す。このため、漁協をはじめ地区区長会等が中心となり今年３月に四万十川

の汽水域の総合的な保全を図る目的で「汽水域会議」を発足させるなど、住

民レベルでの各種活動も行なわれるようになりました。 

このようなことから、市としましても汽水域の総合的な保全を図る必要が

あると判断し、環境、港湾、防災、水産、観光など幅広い分野を一体的に捉

えた施策を推進するため、浦助役を長に関係各課の職員で構成する「四万十

川汽水域研究プロジェクトチーム」を発足させました。早速、同チームの報

告に基づき緊急性の高い「安全な航路確保」「波浪による災害防止」「砂州流

出による環境変化についてのモニタリング調査の実施」などについて市長と

して国土交通省、県に要望を行いました。プロジェクトチームは、今後関係

団体、地区等との意見交換などを行い、２年程度を目途に汽水域の総合的な

保全策についての方向付けを行っていくこととしています。 

【雇用対策】 

次は雇用対策です。雇用機会の創出を図るための事業として、中村地域雇

用促進協議会から申請していた地域提案型雇用創造促進事業（いわゆるパッ

ケージ事業）が高年齢者雇用開発協会から実施の内示を頂きました。今年度

の概算事業費は１，３６９万円で、７月からの実施に向けて現在事業の企画・

実施及び関係機関等との連絡調整を行う事業推進員の人選を行っているとこ

ろです。具体的な内容としては、地域雇用促進協議会が実施主体となり①幡

多広域観光協議会の公社化、②観光遊覧船の一元化、③商店街の活性化、④

観光関連団体の連携及び基盤強化の４つの事業を柱に掲げ、観光産業の振興

や商業の活性化を通じて雇用機会の創出を図ろうとするものです。今年度は、
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各事業の推進に必要な専門的人材を育成するための能力開発として、リーダ

ーの養成、観光関連従事者のレベルアップ、そして情報発信事業としてＵ・

Ｉ・Ｊターン希望者や地域での求職希望者に情報提供を行うことなど雇用機

会の創出に繋がる事業に取り組みます。 

【交通安全対策】 

 次は交通安全対策ですが、陸上交通に関する四万十市交通安全計画を今年

度作成することとしています。これは、交通安全対策基本法に基づき国、県

が今年度から２２年度を１期とする第８次交通安全計画を作成するのに伴い、

本市としても同一期間における交通安全計画を作成するものです。作成にあ

たっては、交通安全対策会議を設置して取り組む必要がありますので、今議

会に関連の議案を上程していますのでよろしくお願いします。 

【介護保険】 

次は介護保険です。高齢者保健福祉の推進については、今年３月に策定し

た「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、高齢者の方々が安

心して暮らせるまちづくりを目指して各種施策を推進していくこととして

います。計画は、高齢者ができる限り要介護状態にならないよう介護予防サ

ービスを適切に確保するとともに、要介護状態になったとしても高齢者のニ

ーズや状態の変化に応じて必要なサービスを切れ間なく提供できる体制を

確立することを目的としていますが、こうした枠組みを支える機関として４

月に地域包括支援センターを設置しました。センターには保健師・社会福祉

士・主任介護支援専門員の専門職を配置し、①介護予防ケアマネジメント事

業、②総合相談支援事業、③権利擁護事業、④包括的マネジメント事業など
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の業務を実施することとしています。 

【市民病院】 

次は市民病院ですが、度重なる薬価基準や診療報酬の引き下げに加え、患

者負担の増額等の影響により病院の経営は非常に厳しい状況に直面しており、

１７年度決算では９億円を超える累積欠損金を計上する状況です。病院では

このような状況を改善するため昨年「経営改善委員会」を設置し、収益増や

費用削減に繋がる方策について協議を進め、今年４月より委員会で集約され

た方針に基づき具体的な取り組みを行っています。それによると約８,１５０

万円の改善が予定されるところです。今後も委員会で改善策等について検討

を深め、一層の経営健全化を図っていきたいと考えています。 

また一方では、医師の研修制度の影響により深刻な医師不足が続き、６月

現在、医師４名が欠員となっています。病院では医師確保に向けて市ホーム

ページでの医師募集、大学への医師派遣要請等を行なってきましたが、大幅

な改善が期待できないことから、院長を中心とした医師確保策等を早急に進

めていくこととしています。 

【学校教育】 

次は学校教育ですが、これまで進めてきた教育改革などの様々な成果を活

かし子どもたちの基礎的な学力を向上させるため「確かな学力」が身に付く

取り組みを継続していきます。また、豊かな人間性と社会性を軸にして、子

どもたち自らが課題を見つけ、学び、考え、判断し、問題を解決できる資質

や能力を身に付け、社会の一員として逞しく生き抜いていけるよう「生きる

力」を育てる教育を目指します。そして、豊かな自然に囲まれ、触れ合う中



 10

でこの地域に生まれ育ったことを誇りに思えるような「豊かな心」の育成を

目指します。また、様々な形で学校と地域の関わりを深め、保護者や地域か

ら信頼される学校づくりに向け、情報公開等学校の説明責任を明確なものと

するとともに、子どもたちの基礎学力の向上や安全対策について取り組みを

進めていきます。 

【学校施設の整備】 

 次は学校施設の整備ですが、一昨年から着手しています中村中学校校舎改

築事業は、５月末までには４階までの躯体工事が完了し、８月上旬の完成を

目指して取り組みを進めています。 

 また、南海地震に備えた学校の耐震化については、昭和５６年施行の新耐

震基準以前に建築された校舎や体育館について、１５年度から耐震診断を実

施してきたところですが、今年度は下田中学校校舎の補強に向けた２次耐震

診断を行ないます。発注は７月頃を予定しています。 

【水道の整備】 

次は水道の整備ですが、中村では引き続き西部統合簡易水道事業と田野川

無水源簡易水道事業に取り組みます。 

西土佐では橘、津野川統合簡易水道事業、藤ノ川簡易水道事業が計画どお

り進んでいます。また１５年度より整備を進めてきた江川・半家統合簡易水

道事業が３月末に完成しました。この事業は３施設の統合と３地区の未普及

地区の解消を図ることを目的としたもので、どの施設も渇水期には水不足に

悩まされてきましたが、施設の完成で安心できる水を安定的に送ることがで

きるようになりました。 
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【道路網の整備】 

 次は道路網の整備です。まず国道４４１号ですが、中半付近から久保川付

近までの約１０㎞が（仮称）西土佐道路として位置付けられ、長大トンネル

等の建設をはじめ高度な技術検討を含めた国の直轄調査区間として予算化さ

れました。工事は現在、網代、上久保川、川登の３工区で進められています

が、こうした新規事業の採択により国道４４１号の早期改良に向けて大きな

弾みがつくものと思います。また国道３８１号では、最後まで残っている半

家工区のうち四万十トンネルが貫通し去る４月２１日に記念式典が行われま

した。完成は来年３月末に予定されており、開通すれば県内における３８１

号の改良はすべて終了することになります。 

 次に県道の整備です。佐岡地区の学童の安全確保を図るため１３年度から

取り組んでいます安並・佐岡線の交通安全施設整備は、今年度終了する予定

です。また一昨年から用地補償交渉が進められていた川登・中村線（百笑地

区）の整備ですが、関係者の理解が得られ２０年度完成に向けて今年から一

部工事が始まります。完成後は百笑地区の渋滞解消が図られることはもちろ

んのこと、４月１日に供用を開始した市道堤防廻り線とともに市街地の循環

道路としての役割を担い、中心市街地の交通混雑の緩和に大きな力を発揮す

るものと期待しています。 

【小京都まちなみづくり】 

次は小京都まちなみづくりです。小京都のまちなみを復興させることを目

的に市民団体と行政で組織する「中村小京都まちなみ研究会」が１５年に発

足し、約２年間の協議等を経て「中村小京都まちなみ景観基本計画」を策定
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しました。また今年は市民参加による積極的なまちなみづくりを推進するた

め「中村小京都まちなみ推進会議」を設置することとし、現在委員の募集を

行っています。推進会議は、公募による市民の他、知識・経験を有する方々

や関係行政機関の職員で組織し、主に小京都のまちなみ整備に関連する取り

組みや小京都風家屋等への表彰などについて協議することとしています。発

足は７月頃を予定しています。 

【住宅建設】 

 次は住宅建設です。西土佐江川(本村)地区で建設していた公営住宅１戸と

特定公共賃貸住宅１戸が３月に完成し、５月に入居しました。西土佐では民

間の賃貸住宅も少なく、需要に対して十分な供給ができていない状況にあり

ますので、今後も需要を見極めながら整備を進めていきます。 

【土佐くろしお鉄道】 

 次は土佐くろしお鉄道です。会社は昨年１０月に「土佐くろしお鉄道再生

計画」を策定し、一層の経営改善と安全輸送に努めているところです。先だ

って開催された鉄道運営協議会総会において、会社から昨年度の決算状況が

報告され、中村・宿毛線では当初の見込みと比較して大きく改善されたとの

ことでした。また、土佐くろしお鉄道は今年５月に創立２０周年の節目を迎

えました。今後とも地域の鉄道としての役割を担っていけるよう一層の経営

努力と安全運行の徹底を求めながら、沿線自治体としても引き続き利用促進

に取り組んでいきます。 

【行政改革】 

 次は行政改革です。５ヵ年計画として策定した「四万十市第一次行政改革
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大綱」に基づく取組みを開始し、その初年度が終了しました。計画の進捗状

況については、現在取りまとめを行なっているところですが、今後は市内各

種団体の代表者の皆さんをメンバーとする行政改革推進委員会に報告し、取

り組み状況や事務事業の評価を行ったうえで１８年度以降の確実な取り組み

に繋げていきたいと考えています。また行財政改革の推進体制を強化するた

め、新たに関係する３課の職員で構成する庁内プロジェクトチームを設置し、

行政評価システム導入についての検討や行政改革推進のための具体的な調査

研究を行なっていきます。 

【庁舎建設】 

最後は新庁舎建設の取組みについてですが、検討のたたき台となる新庁舎

の基本構想、基本計画、基本設計の策定業務が完了しました。今後は、実施

設計の作成等工事発注に向けた事務手続きを進めていくことになりますが、

その具体的な検討にあたっては、市内各種団体の代表者の皆さんで構成する

「庁舎建設検討協議会」を組織し、ご意見をいただきながら実施計画等に反

映させていきたいと考えています。 

 また、業者委託により調査を行っていた庁舎敷地の拡張予定部分の用地測

量と物件補償調査についても、関係者の方々のご協力をいただき昨年度末に

終了しました。今後は地権者等のご理解を求めながら、土地開発基金を活用

して用地取得を進めます。 

 

以上で、平成１７年度決算概要並びに主要課題等への取り組みについての

報告を終ります。 


